
平 成 １４ 年 度

厚生労働省予算案の詳細

（ 計 数 編 ）

[計数整理の結果、異動を生ずることがある。]



平成１４年度　厚生労働省予算案総括表

（単位：億円）

１　３　年　度 １　４　年　度 増△減額

予　　算　　額 予　　算　　案  

(A) (B) (B)－(A)

※ 180,882 186,684 5,802

・ ※ 173,068 179,351 6,283

・ 2,765 2,692 △ 73

・ 859 897 38

・ 840 808 △ 32

( ) －          (167)          (167)

・ 3,350 2,934 △ 416

408,486 419,849 11,364

914 852 △ 63

10,531 10,251 △ 280

230,697 216,271 △ 14,426

46,361 46,217 △ 144

183 0 △ 183

（注）１．１３年度予算額は、当初予算額である。

　　　２．特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。

　　　　　ただし、労働保険特別会計においては、徴収勘定を除いたものである。

　　　３．計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数においては合計と合致しない

　　　　　ものがある。

　　　４．※農林年金分４６２億円を含んでいる。

区　　　　　分

一 般 会 計

社 会 保 障 関 係 費

科 学 技 術 振 興 費

（ 施 設 費 除 く ）

そ の 他 の 経 費

義 務 的 経 費 等

（ 厚 生 労 働 省 所 管 分 ）

高度化対策特別会計

構造改革特別要求分

（施設費・義務的経費除く）

（施設費・義務的経費除く）

労 働 保 険 特 別 会 計

石炭並びに石油及び

（ 再 掲 ）

公 共 投 資 関 係 費

エネルギー需給構造

厚 生 保 険 特 別 会 計

船 員 保 険 特 別 会 計

国 立 病 院 特 別 会 計

国 民 年 金 特 別 会 計
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第１ 国民が安心・信頼できる医療の確保
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ 持続可能な医 7,208,275 7,478,197 (1)制度改正
療保険制度の
確立 （高齢者医療制度の改革）

・患者負担の見直し

・老人医療費拠出金等に係る見直し

・医療費総額の伸びの適正化

（医療保険制度の改革）
・保険給付の見直し

・保険料の見直し

・国民健康保険制度の財政基盤の強化

(2)薬価・診療報酬等の改定

２ 医療の質の向 139,895 140,591 (1)ＩＴ化による医療提供体制の整備 1,740
上を目指した
医療提供体制 ・根拠に基づく医療（ＥＢＭ）の推進（新規） 268
の充実

・電子カルテ等を用いた保健医療情報システム 622
の整備（新規）

・地域医療の充実のための遠隔医療の実施 499

・レセプトのオンライン請求等の試験事業の実 351
施（新規）

(2)安全な医療の提供 930

・医療安全対策の総合的推進 78

・患者安全推進（ＰＳＡ）事業の実施（新規） 4

(3)医療従事者の資質の向上 113,898

・医師、歯科医師の臨床研修必修化に向けた環 5,454
境整備

・看護職員の養成、確保対策の推進 98,993

(4)安心できる医療の確保 24,023

・救急医療対策の推進 24,013

・終末期医療に関する調査及び検討（新規） 10



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

３ 先端的科学技 24,975 31,835 (1)新しい医療技術・新薬の研究開発の推進 15,555
術を活用した
医療の展開 ・疾患関連遺伝子の解明、再生医療研究の推進 10,953

（ミレニアム・プロジェクト）

・たんぱく質科学研究等の推進（メディカル・ 1,762
フロンティア戦略）

・超微細技術（ナノテクノロジー）を活用した 1,384
医療技術等の研究開発の推進（新規）

・ゲノム科学を活用した創薬基盤技術の開発 1,456
（トキシコゲノミクス）（新規）

(2)質の高い臨床研究の推進 5,754

・先端科学技術の実用化のための臨床研究 4,407
の推進（新規）

・基礎研究成果の臨床応用推進（トランスレー 1,250
ショナル）に関する研究の推進（新規）

・医療機関による治験の適正な推進 97

(3)研究推進のための基盤整備 3,026

・国立長寿医療センター（仮称）の整備（新規）1,463

(4)がん、心筋梗塞、脳卒中対策の推進 5,358

・質の高いがん医療の全国的な均てん 1,241

・心筋梗塞、脳卒中の早期治療体制の整備 4,118

(5)精神・神経疾患の克服のための研究の推進

・脳科学研究の推進と精神・神経疾患の病因の 2,142
科学的解明等（新規）

４ 医薬品・医療 9,499 9,387 (1)医薬品、医療用具の審査体制の整備 1,049
用具の安全性
の確保 ・医薬品原薬等の登録システム（マスター 8

ファイル）の検討（新規）

・医療用具のリスクに応じた審査体制の構築 13
（新規）

(2)医薬品の副作用対策等の充実 335

・医薬品の副作用情報の収集、解析、提供の迅 133
速化のためのシステム開発等（新規）



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

(3)安全な血液製剤の確保 1,630

・国内自給の達成に向けた複数回献血の推進 18



第２ 構造改革を着実に進めるための労働市場政策の展開
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ 厳しさを増す 177,889 229,718 (1)雇用情勢の変化に対応した機動的かつ効果 184,388
雇用情勢に対 的な対策の展開
応した雇用面
のセーフティ ・雇用情勢の悪化に対応した新特定求職者雇用 72,895
ネットの整備 開発助成金の機動的な運用
～就職支援特
別対策パッケ ・訓練延長給付制度の積極的な活用等雇用保険 73,637
ージの発動～ 制度の効果的な運用

・中小企業・ベンチャー企業等に対する利用し 5,393
やすい創業等支援を通じた雇用機会の創出拡
大

・国と都道府県が連携した地域雇用開発促進助 2,736
成金の効果的発動

・新雇用調整助成金による業種にかかわりのな 25,486
い雇用維持支援

(2)早期再就職の推進 45,213

・失業なき労働移動を支援するための各種助成 19,880
金の積極的活用（一部新規）

・退職予定者の退職前長期休業制度に対する助 1,565
成制度の実施

・関係業界との連携強化による出向・移籍方式 3,967
を中心とした労働移動の推進

・在職中からの再就職に向けた取組の支援 1,255

・募集・採用時の年齢制限の緩和に向けた職業 130
紹介機関による啓発・指導の推進

・中高年ホワイトカラー離職者等に対する職業 9,173
訓練の推進、早期訓練受講を通じた就職促進
（対象者７万人）（新規）

２ サービス分野 127,000 80,204 (1)サービス分野等における雇用機会の創出 499
を中心とした （新規）
良好な雇用機
会の創出等 ・サービス分野等における雇用創出を実現する 76

ための体制の整備

・サービス分野等に係る人材育成プロジェクト 423
の展開



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

(2)中小企業・ベンチャー企業等に対する支援を 68,536
通じた雇用機会の創出等

・中小企業・ベンチャー企業等に対する利用し 5,393
やすい創業等支援を通じた雇用機会の創出拡
大（再掲）

(3)都道府県との連携による良好な雇用機会の創 10,261
出に向けた支援策の強化

・国と都道府県が連携した地域雇用開発促進助 2,736
成金の効果的発動（再掲）

・事業主団体を活用した地域求職活動援助事業 5,619
の推進（一部新規）

(4)雇用創出に向けた起業・創業支援

・新分野等への事業展開に必要な相談援助、人 417
材養成

３ 労働市場の基 114,604 97,136 (1)民間活力の活用等によるマッチング機能の強 54,163
盤整備 化

・官民連携した雇用関係情報の積極的提供等 647

・民間の就職支援会社を活用する事業主への助 1,360
成の実施

・公共職業安定所のサービス提供体制の整備 6,165

・職業訓練と職業紹介との連携の強化 388

・労働者派遣制度、職業紹介事業制度の検討 72
（新規）



第３ 人材大国の確立を目指した人材育成の推進
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ 人材大国を創 3,924 10,449 (1)人材大国の創造に向けた推進体制の整備
造する先導的
な取組の推進 ・訓練コースの開発及び評価を行うための教育 1,144

と連携した中央及び地域における協議会の設
置等（一部新規）

(2)人材大国の創造を進めるための先導的な教育 9,306
訓練の推進

・大学・大学院、ＮＰＯ等を活用した教育訓練 1,687
機会の確保等（一部新規）

２ 人材大国を支 182,003 164,277 (1)多様な教育訓練機会の確保・創出 127,032
える職業能力
開発の基盤整 ・ＩＴ化に係る多様な職業能力開発の推進 7,171
備 （対象者７０万人）

・中高年ホワイトカラー離職者等に対する総合 11,751
的な職業能力開発プログラムの展開
（対象者１３万人）

・新規・成長分野等その他必要な職業訓練の着 57,515
実な実施

(2)キャリア形成（職業経歴を通した能力 31,679
形成）支援の推進

・キャリア・コンサルティング（キャリア形成 70
相談）を担う高度な人材の育成の推進（新規）

・能力開発支援アドバイザーによるキャリア相 3,536
談機能の強化

(3)適正な職業能力評価システムの整備 3,088

・幅広い職種を対象とする包括的な職業能力評 289
価制度の整備（新規）

３ 人材大国を担 6,533 16,216 (1)学校等と連携した早期職業意識啓発の推進 1,840
う若年者の育
成 ・学校等と連携した早期職業意識啓発の推進 1,221

・大学生等を対象とするインターンシップの拡 619
大

(2)若年者の職業能力開発支援の強化 1,473

・未就職卒業者に対する能力開発の支援 878



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

(3)若年求職者に対する就職支援策の推進 11,647

・学卒未就職者等に対する試行雇用の支援の 9,532
推進

・不安定就労若年者を対象とした雇用安定促進 351
事業の実施



第４ 安心して子どもを産み育て、意欲を持って働ける
社会環境の整備

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ 保育をはじめ 669,378 703,585 (1)保育所の待機児童ゼロ作戦の推進 31,649
とする子育て
支援対策の充 ・保育所の受入れ児童数の増大 29,806
実 保育所運営費 14,225

保育所緊急整備 15,581

・送迎保育ステーションの整備（新規） 250

・駅前保育サービス提供施設等の整備（新規） 60

・認可外保育施設の認可化の促進（新規） 128

・待機児童解消のための保育施策の推進等 134
（新規）

・家庭的保育事業の促進 1,271

(2)放課後児童の受入れ体制の整備

・放課後児童クラブの拡充 6,880
（10,000か所→10,800か所）

(3)多様な保育サービスの提供

・延長保育の推進（9,000か所→10,000所） 27,160

・休日保育の推進（200か所→450か所） 225

(4)子育て家庭への支援の充実

・つどいの広場事業の創設(新規） 139

・地域子育て支援センターの整備 3,988
（2,100か所→ 2,400か所）

・一時保育の推進（2,500か所→3,500か所） 2,268

・乳幼児健康支援一時預かり事業 937

・小児救急医療体制の整備 1,260

・周産期医療体制の整備 294

・小児科・産婦人科若手医師の育成（新規） 100

(5)児童手当国庫負担金 191,656



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

２ 仕事と家庭の 11,531 10,375 (1)育児・介護を行う労働者が働き続けやすい環 9,346
両立支援対策 境の整備
の推進

・ファミリー・サポート・センター事業の拡大 3,494

・家庭にやさしい企業（ファミリー・フレンド 2,628
リー企業）の一層の普及促進

３ 児童虐待防止 2,960 3,204 (1)虐待の発生予防、早期発見・早期対応に向け 718
対策の充実 た体制の充実

・つどいの広場事業の創設（再掲） 139

・家庭訪問等身近な地域での支援事業の実施 246
（新規）

・児童委員の虐待防止活動への取組の促進 91
（新規）

・一時保護所（児童相談所）の体制強化及び児 56
童虐待対応機関の連携強化（新規）

(2)児童の保護と保護者等への指導体制の充実 1,513

・里親制度の充実 59

・被虐待児への個別対応職員の配置の拡充 736

４ 配偶者からの 161 1,174 ・婦人相談所の機能強化及び一時保護委託制度 332
暴力（ドメス の創設（新規）
ティック・バ
イオレンス） ・一時保護所（婦人相談所）及び婦人保護施設 66
への対策の充 への心理療法担当職員の配置（新規）
実

・婦人相談所職員等への専門研修会の実施 2
（新規）

５ 雇用の分野に 1,831 1,750 (1)女性の能力発揮促進のための積極的取組（ポ 991
おける男女の ジティブ・アクション）の推進
均等な機会及
び待遇の確保 ・ポジティブ・アクション推進協議会の活動の 17

拡充

(2)実質的な均等取扱いの確保対策の充実 163

・間接差別に関する検討 5

(3)再就職対策の推進 25



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

・ポジティブ・アクションとしての再就職モデ 25
ル開発事業の推進

６ パートタイム 2,691 2,424 (1)短時間労働者の雇用管理改善等援助事業の推 2,205
労働対策の推 進
進

(2)短時間労働者対策基本方針の改定などパート 11
タイム労働対策の見直し

７ 総合的な母子 269,214 269,214 (1)母子家庭等の自立支援対策の充実 5,470
家庭等対策の
推進 ・母子寡婦福祉貸付金の充実 4,970

（技能習得資金の一時貸付の改善等）

・母子家庭等就業支援センター・モデル事業の 78
創設（新規）

・母子家庭介護人派遣等事業の充実（補助対象 200
の市町村への拡大等）

(2)児童扶養手当制度の見直し 263,744

・物価スライドの特例（平成１４年４月実施）

平成１３年の消費者物価指数の下落が見込
まれるが、平成１４年度の手当額は前年度
と同額とする。

・所得制限等の見直し（平成１４年８月実施）

就労等による収入の増加が総収入の増加に
つながるよう、所得額と手当額との関係や
所得の範囲について見直しを行う。

＜本人（２人世帯）の場合＞
全部支給 42,370円（月額）
一部支給 就労等による年間収入額の増加

に応じて手当額を加えた総収入
額がなだらかに増加するよう、
手当額を42,360円（月額）から
10,000円（月額）まできめ細か
く設定。

手当と就労等による収入の合計額が約181
万円以上のところから、手当額の一部を支
給停止とし、377万円以上で手当額の全額
を支給停止とする。



第５ 健やかで安全な生活を送るための施策の推進
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ Ｃ型肝炎等緊 224 5,955 (1)現行の健康診査体制を活用した肝炎ウイルス 5,174
急総合対策の 検査等の実施
推進

・老人保健法に基づく基本健康診査等における 4,853
肝炎ウイルス検査等の実施（新規）

・保健所における肝炎ウイルス検査の実施 321

(2)肝炎等に関する総合的な研究の推進

・肝臓病の治療方法、治療薬等の研究開発 744
（新規）

(3)国民に対する普及啓発・相談指導の充実 36

・肝炎に関する保健指導従事者研修等の実施 27
（新規）

２ 心身ともに健 192,360 179,205 (1)健康日本２１の着実な推進 96,064
やかな生活を
支える取組 ・健康日本２１の普及啓発 576

・中間評価に向けた取組の推進（新規） 4

・生活習慣病対策の推進 4,562

(2)地域・職域を通じた健康づくり 433

・地域・職域を通じた健康づくりの推進 96

・職場におけるメンタルヘルス対策の推進 337

(3)心の健康づくり対策

・思春期児童等の心の健康づくり対策の推進 52

(4)健康危機管理対策の推進

・健康危機管理情報システムの構築（新規） 69

(5)大規模感染症対策の強化

・大規模感染症発生時の広域的連携の強化及び 5
事前対応体制の構築（新規）

(6)臓器移植対策の推進 2,970

・臓器移植の推進 546

・骨髄移植の推進 937



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

・さい帯血移植の推進 928

(7)シックハウス対策の推進等 1,246

・シックハウスに関する医療施設の整備等 501

・生活環境中の有害化学物質対策の推進 745

(8)リウマチ・アレルギー対策の推進 1,883

・リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎 、 1,309
花粉症、膠原病などの免疫アレルギー疾患の
病因・病態の解明及び治療法の開発に関する
研究の推進（新規）

・免疫アレルギー疾患に関する正しい情報の普 9
及

(9)感染症新法のエイズ予防指針に基づくエイズ 11,558
対策の総合的推進

(10)難病対策 33,634

・重症難病患者対策の推進 1,600

・特定疾患治療研究事業 18,346

・特定疾患対策研究の着実な推進 2,130

・膠原病等免疫疾患の予防、治療に関する研究 1,309
の推進（新規）（再掲）

３ 食品の安全対 9,721 14,858 ・食肉の安全確保のための牛海綿状脳症 5,236
策の強化 （ＢＳＥ）対策の強化

・遺伝子組換え食品の検査体制の強化等 256

・輸入食品の安全確保の推進 662

・残留動物用医薬品の基準策定の推進 80

・アレルギー物質を含む食品に関する表示制度 3
の普及啓発の推進（新規）

４ 安全でおいし 132,195 113,864 ・水道施設の整備 113,449
い水道水の安
定供給 ・水道広域化及び統合化の推進（新規） 22

・健全な水循環の形成に関する研究の推進 146
（新規）



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

・水道事業における民間活力の活用等（新規） 30

５ 麻薬・覚せい 1,371 1,400 ・薬物乱用防止のための普及啓発の推進 39
剤等対策

・取締体制の強化



第６ 障害者の自立・社会参加・雇用の推進と良質な
福祉サービスを提供するための体制整備

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ 障害者雇用対 15,321 14,349 (1)障害者雇用対策の見直し等経済情勢の変化等 7,490
策の推進 に対応した障害者雇用の促進

・職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援 1,814
事業の実施

・障害者の職業能力開発の推進 5,058

(2)福祉と雇用の連携による就業・生活支援の推
進

・障害者就業・生活支援センター（仮称）によ 546
る就業・生活支援の一体的推進

(3)精神障害者の雇用対策の推進 1,005

・地域障害者職業センターによる精神障害者職 133
業自立支援事業の拡充

・医療機関と連携した精神障害者の実践的な求 86
職活動指導の充実

２ 障害者保健福 643,931 666,734 (1)地域における自立支援 78,722
祉施策の推進

・地域生活援助事業（グループホーム）等障害 7,575
者の住まいの確保

・授産施設等障害者の働く場の確保 45,330

・小規模通所授産施設の活動支援 1,155

・自閉症・発達障害支援センター（仮称）の創 103
設（新規）

(2)社会参加促進施策の推進 7,194

・障害者の情報バリアフリーの推進 745

(3)訪問介護員（ホームヘルパー）の増員等 226,017
在宅福祉施策の着実な推進

・精神障害者ホームヘルプサービスの本格実施

(4)障害福祉施設の充実 190,195

・精神障害者社会復帰施設への「住民開放・交
流スペース」の付置（新規）



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

・精神障害者短期入所生活介護等施設（ショー
トステイ）を設置できる対象施設の拡大
（新規）

(5)特別児童扶養手当及び特別障害者手当等 115,837
の支給

・物価スライドの特例

平成１３年の消費者物価指数の下落が
見込まれるが、平成１４年度の手当額
は前年度と同額とする。

特別児童扶養手当（月額）
１級 51,550円
２級 34,330円

特別障害者手当（月額）
26,860円

障害児福祉手当（月額）
14,610円

福祉手当（経過措置分）（月額）
14,610円

(6)精神医療対策の強化・充実 48,769

・精神科救急情報センターにおける相談体制の 608
整備（新規）

・海外の司法精神医療施設における専門医等の 43
養成研修（新規）

３ 良質な福祉サ 21,059 17,827 ・福祉サービスの第三者評価等の推進 340
ービスの提供
と地域福祉の ・介護福祉士養成施設教員等福祉に携わる人材 2,020
推進 の資質向上

・地域福祉の推進 3,454

・地方改善対策 12,013

４ 社会的支援が 2,839 2,688 (1)生活福祉資金貸付制度の充実
必要な者の自
立に向けた取 ・生活福祉資金貸付制度の充実 1,550
組

(2)ホームレスの自立支援

・ホームレス自立支援事業の拡充等 1,139



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

５ 社会福祉施設 1,007,474 1,027,801 (1)社会福祉施設の整備 124,670
に対する支援

・平成１３年度補正予算とあわせ、待機児童解
消のための保育所整備、特別養護老人ホーム
等の介護関連施設の整備等を着実に推進

(2)社会福祉施設の運営 903,131

６ 生活保護 1,308,738 1,383,728 ・生活扶助費等
生活扶助基準（据置き）
標準３人世帯（33歳男、29歳女、4歳子、
１級地ー１） 月額 163,970円



第７ 活力ある高齢社会の実現と介護保険制度の着実な実施
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ 高齢者が活き 86,429 92,532 (1)知識・経験を活用した６５歳までの雇用の 48,241
活きと働き、 確保
参加できる社
会の実現 ・継続雇用制度の導入の促進 48,179

(2)中高年齢者の再就職の促進 12,797

・地域高年齢者再就職支援事業の創設（新規） 247

(3)高齢者の社会参加の促進 23,293

・シルバー人材センター事業の推進 14,125

・高年齢者共同就業機会創出支援事業の推進 1,831

２ 介護保険制度 1,740,105 1,798,140 (1)介護保険制度の安定運営の確保
の着実な実施
と基盤整備等 ・介護給付に対する国の負担等 1,483,546
関連施策の推
進 (2)ゴールドプラン２１の着実な推進 229,811

・特別養護老人ホーム、介護老人保健施設 106,439
等の整備

(3)介護サービスの質の向上等 28,956

・介護支援専門員（ケアマネジャー）に対する 2,693
支援及び資質の向上

・痴呆介護技術等に関する研究と指導者の養成 635

(4)要介護認定の仕組みの検討 1,585

・要介護認定ソフト（改訂版）の開発 1,550

(5)介護報酬見直しに向けた取組 3,718

・介護報酬見直しに係るシステム改修（新規） 3,455

・介護事業経営実態調査の実施 250

(6)福祉用具・住宅改修の普及・適切な活用の促進

・在宅介護支援センター等による福祉用具・住 523
宅改修の活用の支援

(7)介護予防・生活支援事業の着実な推進 50,000



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

３ 長期的に安定 5,295,399 5,491,922 ○年金給付費国庫負担金
した信頼され
る年金制度の (1)物価スライドの特例
構築

平成１３年の消費者物価指数の下落が見込
まれるが、平成１４年度の年金額は前年度
と同額とする。

・厚生年金（サラリーマン世帯の標準的な年
金額）（月額） 238,125円

・国民年金（月額）
老齢基礎年金 67,017円

老齢福祉年金 34,333円

障害基礎年金
（１級） 83,775円
（２級） 67,017円

※物価スライドの特例措置による財政影響を
後世代に先送りしないための方策を検討

(2)２０歳前障害に係る障害基礎年金の本人の所得
制限限度額の引上げ

・２人世帯：収入ベース
（平成１３年度） （平成１４年度）
558.8万円 → 565.6万円（一部停止）
681.3万円 → 689.0万円（全部停止）



第８ 安心して働ける環境づくり
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ 多様な働き方 29,746 33,342 (1)創造的・自律的な働き方を可能にする環境 31,528
を可能とする 整備
労働環境の整
備 ・裁量労働制等の検討 51

・長期休暇制度の普及促進 631

・未払賃金立替払制度の適正な運営 24,406

(2)在宅就業対策の推進

・在宅就業対策の推進 114

(3)個別労働紛争解決制度の充実 1,488

・総合的な個別労働紛争対策の推進 1,437

２ 健康で安心し 129,630 120,326 (1)安全の確保・向上及び健康の確保対策の推 35,924
て働ける職場 進
づくり

・労働者の安全や健康確保のための研究の推 378
進（新規）

・包括的安全基準による機械設備の安全化の 32
推進

・ＰＣＢ等の有害廃棄物処理における労働者 42
のばく露防止対策の推進（新規）

(2)労災補償の適切な実施 64,943

・労災保険給付の迅速・適正な処理 545

(3)勤労者生活対策の推進 19,458

・中小企業退職金共済制度の適切な運営 15,214

・勤労者のボランティア活動への参加に向け 475
ての基盤整備



第９ 国際社会への貢献
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

29,969 28,778 (1)国際機関を通じた国際的活動の推進 16,318

・世界保健機関（ＷＨＯ）等を通じた活動の 10,901
推進

・国際労働機関（ＩＬＯ）を通じた活動の推 4,897
進

・ＷＨＯ西太平洋地域委員会の開催 134

(2)開発途上国に対する国際協力等の推進 5,729

・開発途上国への効果的な技能移転等の推進 3,319

・開発途上国の行政官等への厚生労働分野の 458
効果的な研修等の推進

・技能実習制度の適正かつ円滑な推進 510

(3)外国人労働問題への適切な対応 1,236

・専門的、技術的分野の外国人労働者の的確 11
な雇用管理の実施（新規）



第１０ 各種施策の推進
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

１ ハンセン病対 42,002 45,020 (1)名誉回復のための対応 375
策の推進

(2)福祉の増進等のための対応 44,560

(3)死没者に対する追悼の意を表するための対応 85

２ 生活衛生関係 2,920 2,339 (1)生活衛生関係営業の振興 910
営業の指導及
び振興の推進 ・食品リサイクル推進事業の実施（新規） 11

(2)生活衛生資金融資補給金（国民生活金融 1,429
公庫）
・貸付計画額 2,300億円
・貸付対象品目の追加等

３ 戦傷病者・戦 75,900 71,824 (1)戦没者の遺骨収集等の推進 994
没者遺族の援
護等 ・ソ連抑留中死亡者の遺骨収集等の推進

・戦没者遺児による慰霊友好親善事業の充実

・戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定に係る調査検討の継
続

(2)援護年金の改善 67,056

改善の例（年額）
・遺族年金、遺族給与金（公務死）
（現行） （平成14年４月から）
1,959,200円 → 1,962,500円

(3)千鳥ヶ淵戦没者墓苑の改修 100

(4)戦傷病者等の労苦継承に係る調査検討の継続 13

４ 中国残留邦人 2,062 1,905 ・中国帰国者支援・交流センターの充実 176
等の支援

５ 原爆被爆者の 165,814 163,241 ・原爆死没者追悼平和祈念館の建設・運営
援護等

・長崎被爆体験者に対する支援事業の実施

・在外被爆者に対する支援事業の実施

６ 電子政府実現 869 3,996 ・申請・届出等手続の電子化の推進 1,053
のための基盤
整備



（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
項 目 主 要 事 項

予 算 額 予 算 額

７ 行政ニーズに 2 204 ・２０～３０歳代男女縦断調査（仮称）の実施 204
対応した統計 （新規）
調査の実施




